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序 文 

独立行政法人国際協力機構は、チュニジア共和国の治安対策機能強化機材整備計画にかかる

協力準備調査を実施することを決定し、同調査を有限会社ジャイロス・株式会社アンジェロセック共

同企業体に委託しました。 

調査団は、平成 26 年 4 月から平成 26 年 10 月までチュニジア共和国の政府関係者と協議を行う

とともに、計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完

成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つことを

願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 27 年 1 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発・公共政策部 

部長 植嶋 卓巳 
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要  約 

１．国の概要 

チュニジア国（以下「チュ」国）は北アフリカに位置し、西はアルジェラリア、南東はリビア国境があり、

北側と北西部は地中海に面している。地中海を挟んだ北側はイタリアである。人口は約 1,093 万人

（世界銀行2013年）であり、国土面積は約16万キロ平米である。気候は北部は地中海性気候、中部

はステップ気候、南部はサハラ砂漠があり、砂漠気候である。「チュ」国の 2013 年の一人あたり GNI

は 4,360 米ドル（世界銀行）であり、世界銀行の分類では Upper Middle Income に位置付けられてい

る。産業構造別では、農業・水産業が GDP の約 10％、鉱工業が約 30%、サービス業が約 60%を占め

ており、欧州の製造業の部品の生産拠点となっている。またリン鉱山関連産業も重要な鉱業であり、

リン酸の生産高は世界第 5 位（2011 年）、輸出高は世界第 3 位（2011 年）となっている。 

２．プロジェクトの背景、経緯及び概要 

北アフリカの砂漠地帯・サヘル地域は「イスラーム・マグレブのアル・カイダ（AQIM）」等イスラム原

理主義武装集団勢力の伸張により不安定化が続いており、リビア内戦終了後のリビアからの武器や

傭兵の周辺国への流出により、治安状況が悪化している。2013 年 1 月にアルジェリア南東部で発生

した天然ガス精製プラントへの襲撃事件以降、アルジェリア、及び隣国であるチュニジア、モロッコは

自国内及び周辺地域の安定化に取り組んでいる。 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

 

３．調査結果の概要とプロジェクトの内容 

「チュ」国政府からの要請を受けて日本国政府は概略設計の実施を決定し、国際協力機構は協

力準備調査団を 2014 年 4 月 20 日から 5 月 30 日まで「チュ」国に派遣した。調査団は同国の内務

省及びチュニス・カルタゴ国際空港関係者と本計画に関する協議を通じて、要請内容の確認、■■

■■■■■■■■■■■■チュニス・カルタゴ国際空港の現地調査、維持管理体制の調査、施設

整備計画の検討等を行った。帰国後、調査団は計画案を作成し、2014 年 7 月 12 日から 26 日まで

現地調査を行い、内務省及びチュニス・カルタゴ国際空港関係者と協議を行い、追加の現地調査を

行った。その後国内で概略設計を行い、その結果を準備調査報告書(案)としてとりまとめた。その上

で、2014 年 10 月にチュニスで準備調査報告書(案)に示された計画内容等の説明を同国関係者に
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行い合意を得た。 

「チュ」国政府関係者との協議の結果策定した機材計画の概要を下表に示す。 

表 1 機材計画概要 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

４．プロジェクトの工期及び概略事業費 

本プロジェクトの工期は、詳細設計期間を 2.5 ヵ月、入札期間を 2.0 ヶ月、調達設置期間 10.0 ヵ月

を想定している。■■■■■■■■■■■■■■ 

５．プロジェクトの評価 

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■また国の首都にある玄関空港のチュニス・カルタゴ国際空

港の治安向上も国全体の治安向上に資するものである。また、我が国の外交政策として発表されて

いる国際テロ対策の強化及びサヘル・北アフリカ中東地域の安定化支援、の政策にも合致している

ものである。 

本プロジェクトの実施により、以下の定量的効果が期待される。 

 チュニス・カルタゴ国際空港場周フェンスの監視対象エリアにおいて監視可能な時間が現在

の 1 日当たり約 2 時間から 24 時間になる。 

 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■ 

また、定性的効果としては以下が期待される。 

 チュニス・カルタゴ国際空港場周の監視体制・安全管理体制が強化されることにより、同空

港における旅客等及び航空機運行の安全性が高まる。 

 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが「チュ」国国民

の BHN の向上に寄与するものである事から、無償資金協力による協力対象事業として実施する妥

当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
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チュニジア共和国（Republic of Tunisia） 
面積：16 万 3,610 平方キロメートル（日本の約 5 分の 2） 

人口：1,078 万人（2012 年、世銀） 

首都：チュニス 

言語：アラビア語（公用語）、フランス語（国民の間で広く用いられている） 
日本国外務省 HP より 

 
■機材の配備先 

空港監視機材 チュニス県 チュニス・カルタゴ国際空港 

■■■■■■ 相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

調査位置図  

チュニジア

アルジェリア 

チュニス・カルタゴ国際空港 

リビア 
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 
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略語集 

 

AQIM Al-Qaeda in the Islamic Maghreb イスラーム・マグレブのアル・カイダ 

BNH Basic Human Need 基本的人間ニーズ 

CCTV Closed-circuit television 閉鎖回路テレビ 

E/N Exchange of Notes 交換公文 

EU European Union 欧州連合 

fps frames per second; 単位時間あたり処理フレーム数 

G/A Grant Agreement 贈与契約 

GDP Gross Domestic Product 国内総生産 

GNI Gross National Income 国民総所得 

IOM International Organization for Migration 国際移住機関 

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 

NVR Network Video Recorder ネットワーク動画録画装置 

OACA Office de l ’ Aviation Civile et des 

Aeroports 

空港公社 

PT Pan, Tilt and Zoom パン・チルト・ズーム 

UNDP United Nations Development Programme 国連開発計画 

UNESCO United Nations Educational, Scientific 

and Cultural Organization 

国際連合教育科学文化機関 

UNHCR United Nations High Commissioner for 

Refugees 

国連難民高等弁務官事務所 

UPS Uninterruptible Power Supply 無停電電源装置 
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1  現状と課題 

1-1-1-1 チュニジアにおける治安の状況 

2011 年の革命以降、チュニジア国（以下「チュ国」）政府はテロ及び治安の悪化は民主化プロセス

上での最大のリスクと位置づけ、ドナーからの支援を受けつつ積極的に対策に取り組んでいる。 

「チュ」国から始まったアラブの春と呼ばれる一連の体制変換によるアラブ諸国の中央政府の弱体

化は、北アフリカの砂漠地帯・サヘル地域では「イスラーム・マグレブのアル・カイダ（AQIM）」、イラク

やシリアでは「イスラム国」といったイスラム原理主義武装集団の勢力の伸張に結びついた。「チュ」

国はリビア内戦に伴う武器や傭兵の流出による武装集団の直接的な攻撃リスクに直面しているととも

に、イスラム国への最大の戦闘員供給地となっており、戦闘員帰還後のテロのリスクが懸念されてい

る。 

国内においても、2013 年に発生した野党党首の相次ぐ暗殺のようにイスラム原理主義武装集団

による民主化阻止の動きや、アルジェリア国境の山岳地帯に潜伏するテロ集団と「チュ」国治安対策

機関との繰り返しの衝突等のリスクが存在している。 

このように、テロ対策・治安対策を所管する内務省は、引き続き自国内の治安対策から国外からの

テロリストの流入防止に至るまで、全面的な対策が求められており、内務省の治安対策機能の強化

は喫緊の課題となっている。 

1-1-1-2 空港警備体制の現状と課題 

チュニス・カルタゴ国際空港の運営は運輸省傘下の空港公社（Office de l’Aviation Civile et des 

Aeroports: OACA）により行われているが、空港場周と旅客ビル内の警備は内務省国家警察本部に

よって行われている。 

旅客ビルの入り口は 1 階と 2 階にそれぞれ 1 ヶ所だけ設置されており、いずれの場所においても

手荷物は X 線検査機器により爆発部や危険物を検査され、人は門型金属探知機により検査された

後に旅客ビル内に入る事ができる。 

出発旅客の受託手荷物はチェックインの後にインライン方式の爆発物探知機により検査されてか

ら航空機に搭載される。機内持ち込み手荷物は出国審査後の保安検査場に設置されている X 線検

査機器で検査される。到着客の機内持ち込み手荷物は入国審査後の保安検査場で X 線検査機器

による検査を受ける。また、到着旅客の受託手荷物は航空機から降ろされて手荷物ベルトに載せら

れる前に X 線検査機器で検査が行われている。 
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旅客ビル内の制限区域とパブリックスペースの間の通行は空港内従業員のみに制限され、ID カ

ードを所持していないものは通行ができない。また、制限区域とパブリックスペースを接続している通

路にはすべての箇所に門型金属探知機と X 線検査機器が設置されている。これらの状況は空港セ

キュリティの観点からは特に問題は無く適切な運営が行われている。 

チュニス・カルタゴ国際空港敷地内には、民間航空用施設の他に、国家警備総局本部、「チュ」国

空軍施設、大統領関連施設が設置されている。これらの民間航空用以外の施設はそれぞれの境界

にフェンスが設置されており、各施設が監視カメラを個別に設置して監視を行っている。 

 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

1-1-1-3 ■■■■■■■■■■■■ 

 

 

 

 

  

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

1-1-2  開発計画  

「チュ」国では、反テロリズム法を 2003 年に制定（2009 年に改正）する等、テロ対策・治安対策を所

管する内務省は治安セクター改革に向けた取り組みを進めている。特に■■■■■■及び空港施

設はテロリストの流入を防ぐ最前線にあることから、内務省はこれら施設の治安対策機能強化を重要

視している。 

1-1-3  社会経済状況  

「チュ」国の 2013 年の一人あたり GNI は 4,360 米ドル（世界銀行）であり、世界銀行の分類では

Upper Middle Income に位置付けられている。産業構造別では、農業・水産業が GDP の約 10％、鉱

工業が約 30%、サービス業が約 60%を占めており、欧州の製造業の部品の生産拠点となっている。ま

たリン鉱山関連産業も重要な鉱業であり、リン酸の生産高は世界第 5 位（2011 年）、輸出高は世界第

3 位（2011 年）となっている。 

1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要  

1-2-1  要請の背景 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

1-2-2  要請の経緯と概要 

1-2-2-1 調査開始前に提出された要請内容 
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 
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1-2-2-2 第２次現地調査で確認された要請内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-3 他ドナーの援助動向  

「チュ」国の治安セクターへの支援は米国、UNDP、IOM、UNHCR、EU、UNESCO等のドナーが実

施中である。下記の表に各ドナーの支援状況をまとめる。 
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表 2 他ドナーの援助動向 

ドナー 支援内容 

米国 内務省の人材育成や組織改革への支援。 

国境警備のための軍への地上レーダーの供与。 

UNDP 日・UNDP パートナーシップ基金によるパイロット警察署の整備。 

治安セクター改革の支援プログラム。 

IOM 及び UNHCR 人材育成を中心とした国境管理に関する能力強化プロジェクト。 

UNESCO ジャーナリストの安全に関する研修。 
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1  組織・人員 

本プロジェクトの主管官庁は「チュ」国内務省である。内務省の組織図を下記に示す。  

 

出典：内務省 

図 1 内務省組織図 

空港場周の監視を行っているのは内務省の国内治安組織に属する国家警察本部のチュニス・カ

ルタゴ国際空港警察である。国家警察本部は、空港敷地内の警備全般と出入国管理業務を行って

いる。また、チュニス・カルタゴ国際空港の運営を行っているのは運輸省傘下の国営企業である

OACA である。 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

2-1-2  財政・予算 

内務省の年間運営予算を下記の表に示す。内務省の予算は年々増加傾向にある。予算の約 7

割は給与等の人件費であり、維持管理予算は全体の約 1 割である。 

総務 

管理・財務総局 

情報処理総局 

保健業務局 

文書局 

特別管理組織 

地方問題総局 

地方自治体総局 

政務総局 

法律・訴訟総局 

外交・国際協力局 

国内治安組織 

国家警察 

国家警備総局 

その他組織 

地方自治体支援・貸付金庫 

広域災害防止公社 

幹部職員住宅公社 

研究調査機関 

地方分権支援・研修センター 

官房長 

大臣 

監察長 

次官 
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表 3 内務省の運営予算 

 千チュニジアディナール 

2013 2014 

運営予算 1,889,800 2,032,384 

- 給与 1,329,727 1,445,576 

- 維持管理 192,650 207,350 

  燃料 34,000 37,700 

  維持管理費用 18,700 20,750 

  印刷費 6,700 7,900 

  食費 19,000 20,500 

  被服費 18,850 21,640 

  電気及びガス 6,200 6,400 

  情報通信費 3,150 3,500 

  医療費 14,000 1,800 

  その他 72,050 87,160 

- 研究開発費 367,423 379,458 

出典：内務省 

2-1-3  技術水準 

内務省は■■■■■■の維持管理基地を■■■■■■■■■■■■■■■に設置している。

無線機、発電機、レーダー等の電気関係の維持管理はチュニス本部の他に地方の■箇所にワーク

ショップを設置している。また、■■■■■■■■■は地方の■箇所に設置している。■■■■■

では■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■を活用して管理している。 

これらの維持管理を行っている職員は十分な技術力を有しており、既存の■■■■■の維持管

理は問題なく行われている。 

国家警察本部は、空港内の監視カメラシステムや X 線検査機等の保安検査機材の維持管理を行

う維持管理基地を■■■■に設置し、既存空港の保安検査を実施している。これらの機材の維持管

理についても問題なく行われており、技術水準は問題ないレベルである。 

2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

「チュ」国には 16 の空港があり、この内の 9 空港で国際線の乗入が可能となっている。チュニス・カ

ルタゴ国際空港は「チュ」国の首都空港であり、同国最大の交通量を取り扱う国際空港である。チュ

ニス・カルタゴ国際空港は首都チュニス市内にあり、空港内には、国家警備総局本部、「チュ」国空

軍施設、大統領関連施設がある。 
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2-2-1  関連インフラの整備状況 

チュニス・カルタゴ国際空港の旅客ビル内には約■■台の監視カメラが設置されており、これらの

カメラはモニタ室のモニタに表示され、空港警察の職員が 24 時間体制で監視を行っている。また、

監視カメラの映像は■■分が録画されている。チュニス・カルタゴ国際空港には市内から電力が供

給されており、空港内の電力配電網は非常用発電機によりバックアップされている。 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

2-2-2  自然条件 

「チュ」国の気象条件を次頁に示す。 
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表 4 「チュ」国の気象情報（気温、降雨、日） 

 

各月最低平均気温（℃） 

月 

都市 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

チュニス 7.2 7.4 8.3 10.4 13.7 17.3 20.0 20.8 19.0 15.5 11.3 8.2

タバルカ 8.1 8.1 8.6 10.4 13.3 16.3 19.3 19.7 18.3 15.5 11.4 8.9

ジェルバ 8.9 9.2 11.0 13.4 16.4 19.7 21.9 22.9 21.6 18.2 13.7 10.2

トズール 6.3 8.2 10.4 13.8 18.0 22.3 24.8 25.1 22.2 17.0 11.1 6.8

 

各月最高平均気温（℃） 

月 

都市 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

チュニス 15.7 16.5 18.1 20.7 24.9 29.0 32.6 32.7 29.7 25.2 20.5 16.7

タバルカ 15.6 16.1 17.2 19.6 22.9 26.7 30.2 30.3 28.3 24.9 19.7 16.9

ジェルバ 15.9 17.5 19.5 22.0 25.5 28.6 31.9 32.3 29.9 26.0 21.3 17.1

トズール 16.7 19.4 22.3 26.4 31.2 36.3 39.1 38.9 34.4 28.2 21.7 17.2

 

各月降雨量（mm）（降雪量含） 

月 

都市 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

チュニス 59 57 47 38 23 10 2 7 36 66 54 63 

タバルカ 141 118 97 69 36 12 4 11 50 117 135 158

ジェルバ 28 21 20 13 5 1 0 2 21 54 33 36 

トズール 13 9 11 8 11 2 0 2 13 10 10 12 

 

各月降雨日数（日）（降雪日含） 

月 
都市 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

チュニス 12 12 11 9 5 3 1 2 6 9 10 12 

タバルカ 15 13 13 11 8 4 2 3 7 11 14 14 

ジェルバ 5 6 5 3 3 1 0 1 4 6 5 5 

トズール 3 3 4 2 2 1 0 1 2 3 3 3 

 

各月日射時間（時間） 

月 

都市 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

チュニス 146 160 198 225 282 309 357 329 258 217 174 149

タバルカ 121 134 180 210 242 282 316 298 240 202 126 118

ジェルバ 208 207 245 264 313 321 375 350 276 248 213 205

トズール 202 199 236 243 282 279 332 310 264 239 201 202

（出典：National Institute of Meteorology, TUNISIA）  
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2-2-3  環境社会配慮 

本計画は、環境や社会への望ましくない影響が最小限かあるいはほとんどないと考えられる事業

であるため、JICA の定める環境社会配慮ガイドライン（2004 年 4 月）のカテゴリーC に分類される。 
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第3章 プロジェクトの概要  

3-1 プロジェクトの概要 

3-1-1  上位目標とプロジェクト目標 

「チュ」国では 2003 年にテロ対策法が成立し、2009 年に改正されている。「チュ」国内務省は治安

セクター改革に向けて取り組んでいる。近隣諸国からの武器、麻薬やテロリストの流入を防ぐことは

喫緊の課題であり、■■■■■空港の安全確保は「チュ」国内務省にとって重要な課題である。 

本プロジェクトの上位目標は、「チュ」国へのテロリストの流入が抑止される事である。また、プロジ

ェクト目標は、チュニス・カルタゴ国際空港■■■■■■における治安対策機能の向上を図るもので

ある。 

3-1-2  プロジェクト概要 

本プロジェクトは、チュニス・カルタゴ国際空港に場周監視カメラシステムを導入することにより、同

空港の監視体制及び安全管理体制を強化すること、また、■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■を狙いとする。 

本プロジェクトの対象サイトは、チュニス・カルタゴ国際空港と■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■である。協力対象事業のコンポーネントは以下のとおり。 

表 5 協力対象事業のコンポーネント 

空港監視機材 

屋外用固定カメラ ■■台 

屋外用 PTZ カメラ ■■台 

モニタ及び録画装置 1 式 

 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 
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3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1  設計方針  

3-2-1-1 基本方針 

空港監視機材 

本システムは空港場周フェンス周辺に固定カメラと PTZ カメラを設置し、場周フェンスを乗り越えて

侵入する不審者などを旅客ビル内のモニタ室から遠隔監視するためのシステムである。先方関係機

関との協議の結果、本システムは以下の基本方針に基づいて計画を行った。 

 空軍施設、国家警備総局本部、大統領関連施設等の空港敷地内にある民間航空関連以

外の施設については監視カメラの監視範囲外とする。 

 場周フェンス等の監視対象区域には死角が出ないように監視カメラを配置する。 

 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■ 

 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■ 

■■■■■ 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 
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■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

3-2-1-2 自然条件に対する方針 

空港監視機材 

本プロジェクトサイトであるチュニス・カルタゴ国際空港はチュニス市内沿岸部に位置する。チュニ

スは地中海性気候に属する。屋外に設置するカメラについては十分な防塵防水対策が必要である。 

■■■■■■ 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

3-2-1-3 建設事情／調達事情若しくは業界の特殊事情／商習慣に対する方針 

空港監視機材 

空港監視機材の主要機材は、カメラ本体、モニタ、ネットワーク機材、制御及び監視装置及び録

画装置である。本システムに必要な仕様を満たすネットワーク機材は一部第三国製品とするが、それ

以外の製品は本邦製品とする。ケーブル敷設、マンホール、カメラを設置するポール等の作成に必

要となるセメント、鉄筋等の建設資材はチュニスで一般的に流通しており現地調達は可能なため現

地製品とする。 

■■■■■■ 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

3-2-1-4 現地業者の活用に係る方針 

空港監視機材 
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監視カメラシステムは「チュ」国では多くの施設で設置されており、監視カメラシステムの施工を行

える現地業者は多くあるため、施工に関して問題はない。 

■■■■■■ 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

3-2-1-5 運営・維持管理に対する対応方針 

空港監視機材 

旅客ビルの電気施設の維持管理は OACA により行われているが、旅客ビル内に設置されている

監視カメラシステムは国家警察本部所属の空港警察により運営・維持管理されており、本プロジェク

トで整備される空港監視機材も空港警察により運営・維持管理される。監視カメラシステムの運営方

法や修理に関する知識・技術は空港警察のスタッフが既に習得しているため、運営・維持管理に係

る技術支援については、機材設置時におけるメーカーの技術者による初期操作指導及び運用指導

で足りるものと考えられ、ソフトコンポーネントは本プロジェクトの対象としない方針とする。 

■■■■■■ 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

3-2-1-6 工法／調達方法、工期に係る方針 

空港場周監視カメラシステムは設置工事が必要となるが、■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■空港場周監視カメラシステムの応札者には、監視カメラメーカーと商

社が想定されるが、■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

これらの全てを一つのパッケージとして調達をするよりも、空港場周監視カメラシステムと■■■■■

■■■■■■■■■■■■二つのパッケージとして分けて調達を行う方がそれぞれのパッケージ

により多くの業者が応札可能となり競争性が担保されるので、二つのパッケージで調達を行う方針と

する。 

工期の設定にあたっては、上述した各基本方針にもとづき、調達・据付・試験調整が適正に実施

可能な範囲でできる限り短い工期を設定する。 
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3-2-2  基本計画 

3-2-2-1 全体計画 

空港監視機材 

 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

■■■■■■ 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

 

3-2-2-2 機材計画 

空港監視機材 

空港監視機材を構成する機材の内容を下記に示す。 
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表 6 空港場周監視カメラシステムの主な仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 
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■■■■■■ 

表 7 ■■■■■■■■■■■■■■■■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 
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3-2-3  概略設計図  

図 2 空港場周監視カメラ及びゾーニング配置図 

図 3 光ケーブル及び無線ネットワーク配置図 

図 4 空港場周監視カメラ配置図 

図 5 空港場周監視カメラ配置詳細図（A ゾーン） 

図 6 空港場周監視カメラ配置詳細図（B ゾーン） 

図 7 空港場周監視カメラ配置詳細図（C ゾーン） 

図 8 空港場周監視カメラ配置詳細図（D ゾーン） 

図 9 空港場周監視カメラ配置詳細図（E ゾーン） 

図 10 空港場周監視カメラ配置詳細図（F ゾーン） 

図 11 空港場周監視カメラ配置詳細図（G ゾーン） 

図 12 空港場周監視カメラ配置詳細図（H ゾーン） 

図 13 空港場周監視カメラ配置詳細図（I ゾーン） 

図 14 空港場周監視カメラ配置詳細図（J ゾーン） 

図 15 空港場周監視カメラ配置詳細図（K ゾーン） 

図 16 空港場周監視カメラ配置詳細図（L ゾーン） 

図 17 空港場周監視カメラ設置配線構成図 

図 18 空港場周監視カメラシステムケーブル、ポール、機器ボックス構成図 

図 19 空港場周監視カメラシステム構成図 

図 20 モニタ室配置図 

図 21 ハンドホール及びポール基礎詳細図 
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 空港場周監視カメラ及びゾーニング配置図  
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 光ケーブル及び無線ネットワーク配置図 
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 4 空港場周監視カメラ配置図  
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 5 空港場周監視カメラ配置詳細図（A ゾーン）  
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 6 空港場周監視カメラ配置詳細図（B ゾーン）  
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 7 空港場周監視カメラ配置詳細図（C ゾーン）  
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 8 空港場周監視カメラ配置詳細図（D ゾーン）  
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 9 空港場周監視カメラ配置詳細図（E ゾーン）  
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 10 空港場周監視カメラ配置詳細図（F ゾーン）  
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 11 空港場周監視カメラ配置詳細図（G ゾーン）  
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 12 空港場周監視カメラ配置詳細図（H ゾーン）  
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 13 空港場周監視カメラ配置詳細図（I ゾーン）  
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 14 空港場周監視カメラ配置詳細図（J ゾーン）  
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 15 空港場周監視カメラ配置詳細図（K ゾーン）  
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 16 空港場周監視カメラ配置詳細図（L ゾーン）  
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 17 空港場周監視カメラ設置配線構成図  
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 18 空港場周監視カメラシステムケーブル、ポール、機器ボックス構成図 
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 19 空港場周監視カメラシステム構成図  
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 20 モニタ室配置図  
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図 21 ハンドホール及びポール基礎詳細図 
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3-2-4  施工計画／調達計画  

3-2-4-1 施工方針／調達方針 

本プロジェクトは、本調査に基づいて日本政府機関による審査および閣議決定を経て実施が決

定され、日本、「チュ」国政府間で事業実施に係る交換公文（E/N： Exchange of Notes）及び贈与契

約（G/A: Grant Agreement）が締結された後に実施される。事業実施に関しては、詳細設計及び調

達監理は日本法人コンサルタントが、機材調達は日本法人が「チュ」国側実施機関である内務省と

の間で各々契約を締結して行う事になる。これらの契約については JICA の認証が必要となる。事業

の実施については下記の方針で行う。 

 交換公文及び贈与契約締結後、定められた期間内に計画内容の確認、競争入札による機

材調達業者の選定、付帯工事及び機材据付、検収・引き渡しまでを適正、迅速かつ支障な

く完了する。 

 「チュ」国側カウンターパート、裨益機関関係者とコンサルタント、機材調達業者との間で緊

密に連絡を取り、良好な意思疎通に努め、本プロジェクトの円滑な実施を図る。 

3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項  

本プロジェクトの実施に当り、機材調達から輸送、搬入、据付、引き渡しまでスケジュールを逸脱し

ないよう、カウンターパート、コンサルタント、機材調達業者の三者が緊密な連絡を取り、各自が負担

すべき業務を速やかに進める必要がある。本プロジェクトにおいて、以下の点に留意し実施する。 

(1) 機材輸出時の留意事項 

本プロジェクトで調達される■■■■■■■は輸出貿易管理令のリスト規制に該当する機材であ

る。また、「チュ」国はホワイト国に該当しないため、輸出に当たって経済産業大臣の許可が必要であ

る。この許可は機材調達業社が取得する必要がある。 

(2) 機材輸入時の留意事項 

機材輸入に際し、関税当局に対し本プロジェクトが日本国政府による実施であり、交換公文に記

載の本プロジェクトにおける調達機材の免税措置について、カウンターパートを通じて説明及び認

識されている必要がある。カウンターパートである内務省は、機材輸入時に遅延が生じないよう事前

に関係当局に対し、免税措置の説明と対応を確認する必要がある。 

(3) 付帯工事と機材据付時の留意事項 

本プロジェクトは供用中の空港における工事が主であるため、工事中の安全確保に十分留意する。

運用中の空港内で工事が行われるため、空港の運営ルールに従う必要がある。毎日の工事開始前

の工事説明、立入許可、終了後の安全確認を綿密に行う。また、緊急事態・予定変更もしばしば起
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きると予測されるので無線機で常に運航管理者と連絡が取れる体制を確保しながら工事を行う。 

施工スケジュールや工事終了後の仮囲いの盛換え、夜間照明などについて空港管理者と十分に

協議、調整する。 

据付業者の現場事務所、資材置き場、加工場の場所等の仮設ヤードの設置については、OACA

との協議の上、決定する必要がある。仮設ヤードの設営、施工方法および工事中の環境対策にお

いて、OACA と協議し環境汚染に十分配慮する。特に、土工事に伴う砂塵対策および仮設事務所

等の汚水処理については必要な対策の基本的な承認を得る。 

3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分  

本プロジェクトにおける日本側及び「チュ」国側作業負担区分は以下の通り。 

表 8 日本側及びチュニジア側の作業負担区分 

負担項目 日本側負担
チュニジ

ア国負担
備考 

１．一般事項 

機材調達 

機材調達費 

機材海上輸送費 

機材内陸輸送費 

機材開梱搬入 

機材調整・試運転 

機材初期操作指導 

機材運用指導 

 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

 

 

 

 

 

 

 

● 

● 

 

 

 

機材調達先～チュニス港 

チュニス港～■■■■■■■■■■■ 

 

 

日本側は指導。受講者の費用はチュニジア国

日本側は指導。受講者の費用はチュニジア国

２．空港場週監視カメラ 

付帯工事、電源二次側工事、光

ファイバーケーブル敷設工事 

電源一次側工事 

 

● 

 

 

 

 

 

● 

 

３．■■■■ 

■■■■■■■■ 

  

● 

 

４．免税措置  ●  

3-2-4-4 調達監理計画  

本計画におけるコンサルタントの設計・調達監理業務は、1）実施設計及び 2）調達監理に分類さ

れる。各々の業務内容及び各業務に従事する要員の人月について、以下に説明する。 
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(1) 実施設計業務 

計画内容最終確認業務（現地作業） 

計画内容の最終確認のため業務主任／空港（2 号）、機材計画■■■（3 号）、通訳（仏語）の 3 名

を派遣する。空港に関する計画内容の最終確認は業務主任／空港（2 号）が兼務する 

機材仕様等のレビュー業務（国内） 

機材仕様等のレビューのため国内業務を行う。機材仕様等のレビュー業務に必要な要員は、業

務主任／空港（2 号）、機材計画（空港）（3 号）、機材計画■■■（3 号）の 3 名である。 

入札図書作成(国内) 

入札図書作成のため国内業務を行う。これに必要な要員は、業務主任／空港（2 号）、機材計画

（空港）（3 号）、機材計画■■■（3 号）の 3 名である。 

入札図書承認（現地） 

入札図書承認のため現地に業務主任／空港（2 号）、機材計画■■■（3 号）、日本人通訳（仏語）

の３名を派遣する。 

公示および図渡し・内容説明(国内) 

公示および図渡し・内容説明(国内)に必要な要員は、業務主任／空港（2 号）、機材計画（空港）

（3 号）、機材計画■■■（3 号）の 3 名である。 

入札および入札評価(現地) 

入札および入札評価のため現地に業務主任／空港（2 号）、機材計画■■■（3号）、日本人通訳

（仏語）の 3 名の要員を派遣する。 

(2) 調達監理業務 

機器製作図確認・承認、照合検査(国内) 

メーカーが提出した機器製作図の確認・照合を含む製品立会い検査の国内業務を行う。検査技

術者Ⅰ（2 号）と検査技術者 II（2 号）が空港機材と■■■■のそれぞれの検査業務を行う。 

工場出荷前検査立会(国内) 

メーカーが製品を出荷する前に指定した国内の場所で機材の数量、外観、仕様の確認・照合検

査を行う。空港機材を検査技術者 III（3 号）が、■■■■を検査技術者 IV（3 号）が検査を行う。 

船積み前機材照合検査（国内） 
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船積み前検査の連絡・調整、検査レポートの照査のため国内業務を行う。空港機材を検査技術

者 III（3 号）が、■■■■を検査技術者 IV（3 号）が検査する。 

現地調達監理(現地) 

空港機材のサイト到着時の開梱・搬入、据付工事の監理から、初期操作・運用指導監理及び機

材検収が終了するまでの期間、要員を派遣する。上記期間中に常駐調達監理技術者（空港）（3 号）

を派遣する。また、■■■■のサイト到着時の開梱・搬入の監理から初期操作・運用指導監理及び

機材検収が終了するまでの期間、常駐調達監理技術者■■■（3 号）を派遣する。 

検収・引渡し(現地) 

調達監理技術者（検収、引渡等）（2 号）を最終段階の検収・引渡し等のために派遣する。 

メーカー保証期間満了前検査（完成一年瑕疵検査） 

「無償資金協力事業に係る機材単独案件のメーカー保証期間満了前検査」（以下瑕疵検査という）

については本案件で調達する機材のうち空港機材は特殊機材ではない為、瑕疵検査は実施しない。

また、■■■に関しても基本的にメーカー以外が機材を調整することはできず、瑕疵検査でコンサ

ルタントが機材を調整、検査をすることは出来ないため、瑕疵検査は実施しない。 

3-2-4-5 品質管理計画  

本プロジェクトに係る品質管理を実施するに当たり、コンサルタントは調達監理期間中下記の項目

に留意する。 

(1) 機材仕様書と関連書類の照査 

機材調達業者に対し、仕様書と入札図書に添付されたカタログの内容が違わないことを確認し、

製作図の内容確認も行う。 

(2) 機材製造企業での工場出荷前検査 

機材仕様書に記載の仕様内容と数量の整合、機材の動作確認を行う。 

(3) 第三者機関による船積み前検査 

第三者機関が行う船積み前検査に立会し、機材仕様書に記載の数量、船積み書類との整合を確

認する。また梱包前に機材の傷の有無、梱包形態の確認も行う。 

(4) 工事立会 

付帯工事ついて、工事現場での作業手順、使用機械の状態、スケジュール確認を行い、事故に

よる遅滞がないよう監理する。 
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(5) 検収 

調整・試運転に立会し、引き渡し前に不具合の早期発見と、初期操作指導と運用指導時に反映

すべき問題点の抽出を行う。 

(6) 初期操作指導と運用指導 

マニュアル等必要図書での記述不備など、指導時に発見した内容について対応するために立会

する。 

3-2-4-6 資機材等調達計画  

(1) 調達国 

原則として調達機材は日本製品あるいは現地調達可能品とする。「チュ」国ではほとんどの工業製

品が輸入品であり、主な輸入先はヨーロッパである。本プロジェクトは「空港監視機材」と■■■■■

■■に分かれるが、「空港監視機材」と■■■■■■■の主機材であるカメラは、日本製品を調達

する。「空港監視機材」の中で、通信関係機器については、信頼性を担保するためにヨーロッパ製品

を対象とする。これらの製品を製造するヨーロッパ企業の支社あるいは支店がチュニジア国にあるこ

とは確認済みである。その他の構成機器についても、日本製品と同等の機能でヨーロッパ企業製品

が調達可能である場合は必ずしも本邦調達には限らない。 

■■■■■■■については、構成機器においても全て日本製品を対象としている。■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■ 

各機材別の調達先をまとめると下表のとおりとなる。 

表 9 主な機材の調達先 

機材名 
原産国 

理 由 
日本 チュニジア国

空港監視カメラシステム ● ● 
セメント、鉄筋等の建設資材は安

定して現地調達が可能なため 

■■■■■■■ ● --  

■■■■■ ● --  

 

(2) 現地代理店 

■■■■■■■■■■■■■■■■■■、現地にアフターセールスサービスを担う代理店が存
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在しないため、応札する機材調達業者に対し、現地に取扱店契約を交わした企業を有することを条

件設定する。この現地取扱店契約を交わした企業を通じて、修理のための引き取り、日本への輸送

と現地への返送を行う。 

(3) 輸送方法 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

(4) 工事計画 

「空港監視機材」の設置に関しては空港敷地内で、監視カメラへの電源供給工事、光ファイバー

ケーブル敷設工事、カメラ取付用ポール建柱工事が発生する。空港での工事は現地工事業者の施

工によるが、現地エンジニアを雇用し、本邦コンサルタントに代わり工事監理することを計画する。 

3-2-4-7 初期操作指導・運用指導等計画  

本プロジェクトで「空港監視機材」及び■■■■■■■の初期操作指導・運用指導について、下

記の本邦企業の技術者による指導を計画している。 

空港監視機材 

 CCTV について座学 

 カメラの取り扱い方法（固定カメラ、PTZ カメラ） 

 レコーダーの取り扱い方法 

 サーバーの取り扱い方法 

 監視システムの運用方法 

 トラブルシューティングの方法 

 部品の交換方法 

■■■■■■ 

 ■■■■■■■■■■■■■■■ 

 ■■■■■■■■■■ 

 ■■■■■■■■■■ 

 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画  

「ソフトコンポーネント・ガイドライン（第 3 版）2010 年 10 月」に基づき、プロジェクトの円滑な立ち上
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がり促進、成果の持続性確保の観点よりその必要性を検討した。プロジェクトの実施機関である内務

省国家警備総局及び国家警察本部の主要スタッフは高学位を有しており、機材を直接操作する職

員の技能も高い。 

チュニス・カルタゴ国際空港では既設監視システムを管理者と職員が運営しており、故障したカメ

ラの交換なども空港職員によって実施されている。 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

3-2-4-9 実施工程  

実施工程を下記に示す。 

表 10 実施工程表 

 

  

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

詳 (現地調査）

細 （国内作業）

設 (現地調査）

計 （約2.5ヵ月）

[空港機材]

（製作）

施 （輸送）

工 （据付・調整・検査）

・ [国境機材]

調 （製作）

達 （輸送）

（据付・調整・検査）

（約10.0ヵ月）
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3-3 相手国側分担事業の概要  

本プロジェクトの実施に当たって、「チュ」国側が分担すべき事項は以下のとおりである。 

3-3-1  一般事項  

・ プロジェクトの実施に必要なデータ、情報の提供。 

・ プロジェクトの実施に必要な用地の確保。 

・ 日本国内の銀行への口座開設と支払授権書の発給。 

・ 荷役積み下ろし地点での速やかな積み下ろし作業および免税措置、並びに速やか

な通関手続き。 

・ 認証された契約に関して、日本人の入国および滞在の許可付与。 

・ 認証された契約に関して、「チュ」国内で課せられる税金の免除を、本計画に関

与する日本法人または日本人への付与。 

・ 施設完成後の速やかな運用の開始、および効果的で適正な使用を行うこと。その

ために必要な体制および資金を準備し、適切な維持管理および保全の実施。 

・ プロジェクトの作業範囲内で、日本国の無償資金援助によって負担される費用以

外の全ての費用負担。 

3-3-2  特別事項 

・ 空港運営にかかる関係各機関との調整。 

・ 工事関係者に対する各種許可証（入場許可証等）の発給。 

・ 空港内供与機材の据付開始に先立ち、関連工事等の完了（既存監視室操作卓とモ

ニタの移動、パーティションの移動等）。 

・ 空港場週監視カメラへの電源の整備。 
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画  

空港監視機材 

本プロジェクトで調達される空港監視機材は、カメラ本体、カメラ制御監視装置、モニタ、録画装置

から構成させるシステムである。これらのシステムの設置時には初期操作指導・運用指導が各メーカ

ーにより実施される。このシステムはチュニス・カルタゴ国際空港旅客ビル内の監視室に設置される。

旅客ビルの運営・維持管理は空港公社により行われているが、本システムの運営・維持管理は内務

省空港警察により行われる。 

現在空港旅客ビル内には監視カメラシステムが設置されており、空港警察により運営・維持管理さ

れている。空港警察は既存のシステムの修理やスペアパーツの管理を行っている。本プロジェクトで

調達されるシステムは、既存システムと構成機材やオペレーション方法もほとんど同じものとなるため、

将来の運営・維持管理について問題はない。 

■■■■■■ 
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表 11 モニタリングレポート 

Monitoring Report submitted on the Project for Improvement of Equipment for Security Enhancement 

 

1. Outline of the Project 

(1) Name of Country: Republic of Tunisia 

(2) Name of the Project: The Project for Improvement of Equipment for Security Enhancement 

(3) Date of the Grant Agreement: 

(4) Name of the Executing Organization: (Ministry of Interior) 

 

2. General Situation (how the equipment and/or materials procured under the Japan’s Grant Assistance are used in general) 

 

3. Detailed Explanation  
Original Site; Equipment 

and/or 
materials; 

Which site they 
are located now;

In case they have been 
moved from the original site

How they are 
being used; 

In case they haven’t been used as planned 

Reason for it; Reason for it;  
(Please specify the 
reason such as 
budgetary problems and 
technical problems etc.)

Measures to be taken 
to redress the 
situation; 

       

       

 

 
END 
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3-5 プロジェクトの概略事業費  

3-5-1  協力対象事業の概略事業費  

■■■■■■■■■■■■■ 

表 12 概略事業費 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

 

 

■■■■■■■■■■■■■ 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

 

積算条件 

①積算時点 ：平成 26 年 7 月 

②為替交換レート ：1 米ドル = 103.16 円 

 ：1 ディナール = 63.14 円 

③税金の措置 ：本計画で調達される資機材は「チュ」国でされる課税、関税、付加価値税等同

国で課されるあらゆる税について免税されるものとする。 

3-5-2  運営・維持管理費  

本プロジェクトで調達される機材の年間維持管理費は約 26 万ディナールと想定される。内務省の

2014 年の機材維持管理費の年間予算は約 2,100 万ディナールであり、本プロジェクトの機材のため

の維持管理費用はこの約 1％であるため、同維持管理費用を供出することは問題がないと考えられ

る。 
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表 13 維持管理費 

 

 

  

機材 年間維持管理費（ディナール） 

空港場周監視カメラシステム 95,000 

■■■■■ 153,737 

■■■■■■■■ 12,000 

合計 260,737 
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第4章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

本プロジェクト事業実施の前提となる事項は、上述「相手国側分担事業の概要」に示す事業が遅

滞なく実施される必要がある。 

空港監視機材に係る工事は、運用中の空港敷地内の工事と旅客ターミナルビル内の工事である

ため、事業実施に当たっては、空港の運用者である ONDA や空港内の保安業務を行っている空港

警察との協議と協力が非常に重要である。 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

本プロジェクトの効果を発現・持続するため相手方が取り組むべき事項は、初期操作指導及び運

用指導を受けた職員又はその職員から指導を受けた職員が継続して供与機材の運転及び保守に

あたる事、及び運営及び維持管理に必要な予算が確保される事である。 

4-3 外部条件 

プロジェクトの効果を発現・持続するための外部条件として、「チュ」国における治安対策政策が変

わらないこと、「チュ」国の治安が大幅に悪化しないことが挙げられる。 

4-4 プロジェクトの評価 

4-4-1  妥当性 

4-4-1-1 プロジェクトの裨益効果 

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■。また国の首

都にある玄関空港のチュニス・カルタゴ国際空港の治安向上も国全体の治安向上に資するものであ

り、本プロジェクトの裨益対象は「チュ」国全国民である。 

4-4-1-2 プロジェクトの目標 

本プロジェクトの目的は、チュニス・カルタゴ国際空港■■■■■■の監視体制を強化することで

ある。空港施設の安全性■■■■■■■■■■向上は、「チュ」国の民生の安定および国民の生活

改善に大きく寄与するものである。 

4-4-1-3 開発目標との整合性 

本プロジェクトは 2003 年に成立し 2009 年に改正されたテロ対策法の目的と合致しており、「チュ」

国の治安向上に資するものであり国の開発目標と整合している。 
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4-4-1-4 我が国の援助政策・方針との整合性 

我が国は、2013 年 1 月 16 日に発生したアルジェリアのプラント襲撃事件を受け、2013 年 1 月 29

日に岸田外務大臣が外交政策の 3 本柱（①国際テロ対策の強化、②サヘル・北アフリカ、中東地域

の安定化支援、③イスラム諸国・アラブ諸国との対話・交流の促進）を発表した。本事業は、「チュ」国

内務省におけるテロ対策機材の整備を通じ、同 3 本柱の①及び②に貢献するものであり、これら政

策と整合している。 

4-4-2  有効性 

本協力対象事業によりチュニス・カルタゴ国際空港■■■■■■■の監視能力の向上から期待さ

れる効果を以下に示す。 

4-4-2-1 定量的効果 

表 14 定量的効果 

指標名 
基準値 

（2014 年） 

目標値 

（2019 年） 

【事業完成 3 年後】 

チュニス・カルタゴ国際空港場周フェンスの監視対象エリア

において監視可能な時間（時間/日）（■■） 
2 24 

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ ■■■■■■ ■■■■■■■■ 

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■ 

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■ 

4-4-2-2 定性的効果 

 チュニス-カルタゴ国際空港場周の監視体制・安全管理体制が強化されることにより、

同空港における旅客等及び航空機運行の安全性が高まる。 

 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが「チュ」国民の

BHN の向上に寄与するものである事から、無償資金協力による協力対象事業として実施する妥当

性は高く、また有効性が見込まれると判断される。  
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資料 

 

1. 調査団員名簿 

役割 氏名 所属 

団長／総括 富澤 隆一 JICA 産業開発・公共政策部 

次長兼ガバナンスグループ長 

計画管理 山本 哲也 JICA 産業開発・公共政策部 

法・司法チーム 

業務主任／治安対策 山口 高男 有限会社ジャイロス 

副業務主任／監視機材／維持管理

■■■１ 

木渓 秀樹 株式会社アンジェロセック 

監視機材／維持管理■■■２ 村上 洋治 株式会社日本開発サービス 

監視機材／維持管理（空港） 飯田 清司 有限会社アレックエンジニアリング 

調達計画／積算 上橋 信行 株式会社アンジェロセック 

通訳 井口 憲彦 

福田 亮一 

株式会社フランシール 

株式会社フランシール 

業務調整 荻原 公彦 有限会社ジャイロス 

 

2. 現地調査工程 

【第 1 次現地調査】 
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【第 2 次現地調査】 

日付 活動 滞在／備考 

2014 年 7 月 13 日（日） 00:30 羽田 →ドバイ 06:45 (EK313) 

10:00 ドバイ → チュニス 13:15 (EK747) 

チュニス 

2014 年 7 月 14 日（月） 内務省へ調査結果のプレゼンテーション 同上 

2014 年 7 月 15 日（火） 内務省維持管理部門調査及び■■■■■■ 同上 

2014 年 7 月 16 日（水） 国家警備総局と協議 同上 

2014 年 7 月 17 日（木） 米国大使館と情報交換 同上 

2014 年 7 月 18 日（金） チュニス・カルタゴ空港関係者と協議 同上 

2014 年 7 月 19 日（土） 資料整理 同上 

2014 年 7 月 20 日（日） 資料整理 同上 

2014 年 7 月 21 日（月） 現地施工業者調査 同上 

2014 年 7 月 22 日（火） 国家警備総局と協議 同上 

2014 年 7 月 23 日（水） 内務省と協議 同上 

2014 年 7 月 24 日（木） 内務省と協議 同上 

2014 年 7 月 25 日（金） 15:00 チュニス → ドバイ 23:55 (EK748) 機内 

2014 年 7 月 26 日（土） 02:50 ドバイ → 成田 17:25 (EK318)  

 

【ドラフト説明】 

日付 活動 滞在／備考 

2014 年 10 月 7 日（火） 00:30 羽田 →ドバイ 06:45 (EK313) 

10:00 ドバイ → チュニス 13:15 (EK747) 

15:00-15:45 JICA 事務所との打合せ 

16:00-17:00 大使館表敬・打合せ 

チュニス 

2014 年 10 月 8 日（水） 内務省表敬、ドラフトファイナルレポート説明（内務省） 

ドラフトファイナルレポート説明（空港警察及び空港公社） 

同上 

2014 年 110 月 9 日（木） ドラフトファイナルレポート説明（国家警備総局） 

団内協議（ドラフトファイナルレポート修正等） 

同上 

2014 年 10 月 10 日（金） ミニッツ協議 

団内協議（ミニッツ案修正等） 

同上 

2014 年 10 月 11 日（土） 団内協議・資料整理 同上 

2014 年 10 月 12 日（日） 団内協議・資料整理 同上 

2014 年 10 月 13 日（月） ミニッツ協議 

ミニッツ署名 

同上 

2014 年 10 月 14 日（火） JICA 事務所報告 

大使館報告 

15:00 チュニス → ドバイ 23:55 (EK748) 

機内 

2014 年 10 月 15 日（水） 02:50 ドバイ → 成田 17:25 (EK318)  

 

  



 

56 

3. 関係者リスト 

 

【チュニジア内務省（国家警備総局、国家警察本部を含む）: Ministry of Interior】 

Mr. Shayek Mohamed Directeur General des Affaires Administratives et Financieres 

Mr. Ouni Bouraoui Directeur de la Cooperation Bilaterale 

Mr. Belghith Abdelkadir Chef de Service Reseaux, Direction Generale de 

l’Informatiquees 

Mr. Zidi Youssef Directeur General, Direction Generale des Frontieres 

Mr. Klai Souhail Directeur Des Frontieres Terrestres 

Mr. Mohamed Sahbi Gabsi Chef de Brigade, Aeroport International Tunis-Carthage 

Colonel Major Amari Chedly Directeur de Soutien des Unites Frontalieres Terrestres 

Mr. Zidi Youssef Directeur General, Direction Generale des Frontieres 

Mr. Idani Tarak Surete Nationalea 

Mr. Tarak Amraoui La Cooperation Internationale et des Relations Publiques 

Mr. Nouri Ayadi Chef Service 

Mr. Sofiene Chekili Directeur 

Mr. Bennour Elyes Directeur des Etudes et de la Planification 

Mr. Ouni Mustapha Directeur Technique, Garde Nationale 

Mr. Farhati Haythem Lieutenant, Surete Nationale 

Mr. Mili Mohsen Moez S/D des Moyens, Secretariat General 

Mr. Nahdi Adel Direction Generale des Relations Exterieures et de la 

Cooperation Internationale, Officier de Police 

Mr. Lengliz Lassaad Sous-Directeur, Direction des Frontieres et des Etrangers 

 

【チュニジア運輸省: Ministry of Transport】 

Mr. Jamel El Baghdadi Chef de Service 

Ms. Aicha Mabrouki Nsiri Security Manager, National Instructor & uditor 

 

 

【チュニジア空港公社: Office de l’Aviation Civile et des Aeroports (OACA)】 

Mr. Fakher Abdelkefi Tunis Carthage International Airport’s Manager 

Mr. Atef Ajili Directeur de la Surete & de la Securite 

 

【在チュニジア日本大使館】 

高原 寿一 特命全権大使 

池崎 保 公使参事官 
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佐藤 大輔 一等書記官 

田中 寿樹 三等書記官 

 

【JICA チュニジア事務所】 

麻野 篤 所長 

菊地 太郎 次長 

滝本 哲也 所員（2014 年 8 月まで） 

渋谷 明日香 所員（2014 年 9 月から） 
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4. 討議議事録（第 1 次現地調査 M／M）  

 

  



 

59 

 

  



 

60 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

  



 

61 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

  



 

62 

 

  



 

63 

 

  



 

64 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

  



 

65 

 

  



 

66 

 

  



 

67 

 

  



 

68 

  



 

69 

 

  



 

70 

 

  



 

71 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

  



 

72 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

  



 

73 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

  



 

74 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

  



 

75 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公表 

 

  



 

76 

 

  



 

77 

5．討議議事録（第 2 次現地調査 T／M）  
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6. 討議議事録（ドラフト説明 M／M） 
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